



















































































































　軽度「精神上の障害に因り事理を弁職する能力が なし 補助（14〜 17条）
　不十分なる者」
　中度「精神上の障害に因り事理を弁職する能力が 準禁治産 保左（11〜 13条）
　著しく不十分なる者」




















































































































































































































































































































































4　大判明治 38年５月 11日民録 11-706
5　大判大正６年４月 30日民録 23-715
6　最大判昭和 39年６月 24日・民集 18-5-854
7    Encyclopedia of Bioethics第５版





















































20　Living willと判断の委任（持続的代理権・durable power of attorney）を含めたものが、Advanced
Directiveである。法的には、健康な時期になされた抽象的な末期医療の拒絶の意思表明は、現実に末期
状態になった場合の意思表明とみることができるかという根本的な疑問がある。自己決定を、その事態
（末期における苦痛等）の現前性を前提とすると、健康時の意思表明は、単なる参考資料にすぎないと
いう意見もあろう。逆に、末期時に作成されたこの種の書面等は、その時点での正常な意思表明と評価
できるのかという問題を生ずる。なお、カリフォルニア州の自然死法(1976)は、後者に拘束力を付与す
るが、前者は医師の判断資料としての効果を認めていない。
21　倫理面とは別に、法は一般的に、SOL（Sanctity of Life＝生命の尊厳）に近い立場を採用していると
いえる。
22　アメリカでは、意思決定能力のない患者のための判断（代理判断）を、次の順で行っているとされて
いる。(1)事前指示　もっとも、事前指示が明確に法的拘束力を有するとする州は限られている。(2)　代
理判断(substituted judgments)　事前指示がない場合に、家族などが「患者がこのような立場になれば、
望んだであろうこと」を本人に代わって判断するものである。(3)　最大利益基準(best interest standard)
　現在、患者の家族や診療に当たっている医療従事者が、判断能力を失っている患者にとって、もっと
も利益になるかを考えて、判断することである。
23　胃ろう造設は、かつては、開腹で行われていたが、現在は、内視鏡的経皮で行われることが多く、局
所麻酔下で、数時間で終わり、患者への負担・侵襲度は低くなりつつある。また、その後の管理も、中
心静脈管理（ＩＶＨ）とは違い、家族でも行うことができる。
24　違法性阻却の基本原理については、古くから考えの違いがある。実質的違法性、つまり違法性阻却の
実質的根拠については、(a)法益衡量説（優越的利益説）、(b)目的説、(c)社会的相当性説に分かれる。(a)は、
法益侵害を上回る（ないしは等しい）利益が、行為に存在するから正当化されるという考え、(b)は、正
当な目的のための、正当（相当）な手段だから正当化されるという考え、(c)は、歴史的に形成された倫
理秩序の枠内の行為であるから、正当化されるという考えで、(a)は結果無価値論と、(b)・(c)は行為無価値
論と結びつく。前記の①③のウエイトの置き方いかんにより、(a)から(c)に分類される。例えば、③を重
視する、つまり、現代の治療行為の不処罰根拠は、患者の承諾を決定的なものと位置付けると、(a)説に
近づく。
25　前田雅英・刑法総論講義第３版３頁、東京大学出版会、1998年
26　不作為犯の分類　不作為犯は、①真正不作為犯と、②不真正不作為犯とに分かれる。後者は、作為の
形式で記載された構成要件が不作為によって実現される場合で、前者は、構成要件自体が、不作為の形
式を採用する場合である。殺人・傷害・単純遺棄罪は、不真正不作為犯であるが、保護責任者遺棄罪は、
両者を規定していることになる。両者の違いは、後者が、「殺すな」という禁止規範違反であるに対し、
前者は、「保護せよ」という命令規範違反である。
27　実行行為性の解釈論　行為それ自体が、各犯罪類型で定められた結果を発生させる危険性を持ってい
たかの判断を指す。例えば、「殺す」行為とは、たまたま死の結果を生じせしめた行為の全てを指すの
ではなく、類型的に人の死を導くようなものでなければならない。この点、不作為、特に不真正不作為
犯では、形式的に結果と因果関係が認められるものを全て含むと、広範囲にわたりすぎる（おぼれてい
る人を見つけた人を、急いでいるので見捨てた場合を、「人を殺す」とは評価できない）ので、作為義
務を有すること、そして、作為による実行行為と等（同）価値の判断を要すると解される。
??
28　介護保険法「この法律は、加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病等により要介護状態となり、
入浴、排せつ、食事等の介護、機能訓練並びに看護及び療養上の管理その他の医療を要する者等につい
て、これらの者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、必要な保健医療
サービス及び福祉サービスに係る給付を行うため、国民の共同連帯の理念に基づき介護保険制度を設け、
その行う保険給付等に関して必要な事項を定め、もって国民の保健医療の向上及び福祉の増進を図るこ
とを目的とする。」（同法１条）
　老人保健法「この法律は、国民の老後における健康の保持と適切な医療の確保を図るため、疾病の予防、
治療、機能訓練等の保健事業を総合的に実施し、もって国民保健の向上及び老人福祉の増進を図ること
を目的とする。」（同法１条）
　老人福祉法「この法律は、老人の福祉に関する原理を明らかにするとともに、老人に対して、その心身
の健康に保持及び生活の安定のために必要な措置を講じ、もって老人の福祉を図ることを目的とする。」
（同法１条）
　医療法「この法律は、病院、診療所及び助産所の開設及び管理に関し必要な事項並びにこれらの施設の
整備を推進するために必要な事項を定めること等により、医療を提供する体制の確保を図り、もって国
民の健康の保持に寄与することを目的とする。」（同法１条）
　医師法「（医師の職分）医師は、医療及び保健指導を掌ることによって公衆衛生の向上及び増進に寄与し、
もって国民の健康な生活を確保するものとする。」（同法 1条）
　保健婦助産婦看護師法「この法律は、保健婦、助産婦及び看護師の資質を向上し、もって医療及び公衆
衛生の普及向上をはかるのを目的とする。」（同法１条）
